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１
　
は
じ
め
に

日
本
と
中
国
の
関
係
は
、
戦
争
や
歴
史
認
識
な
ど
の
影
響
で
「
近
く
て
遠
い
国
」
と
い
わ
れ
て
い
る
。
し
か
し
近
年
、
両
国
の
経

済
関
係
は
益
々
緊
密
に
な
り
、
貿
易
も
投
資
も
拡
大
し
て
お
り
、
日
本
は
既
に
中
国
の
最
大
の
貿
易
パ
ー
ト
ナ
ー
で
あ
り
、
ま
た
、

日
本
に
と
っ
て
中
国
は
ア
メ
リ
カ
に
次
ぎ
第
二
位
の
貿
易
相
手
国
と
な
っ
た
。
そ
れ
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
近
年
の
中
国
経
済
の
台
頭

と
日
本
経
済
の
低
迷
を
背
景
に
、「
中
国
脅
威
論
」
が
浮
上
し
て
い
る
。
ま
た
、
対
中
貿
易
赤
字
の
増
大
は
日
中
間
の
貿
易
摩
擦
を

起
こ
し
、
保
護
主
義
も
台
頭
し
て
い
る
。

そ
の
一
方
、
冷
戦
終
了
後
、
世
界
の
競
争
地
図
が
大
き
く
塗
り
替
え
ら
れ
よ
う
と
し
て
い
る
。
今
ま
で
ア
ジ
ア
に
お
け
る
国
際
分

業
体
制
は
、
日
本
か
ら
Ｎ
Ｉ
Ｅ
ｓ
へ
、
そ
し
て
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
、
中
国
へ
と
シ
フ
ト
す
る
い
わ
ゆ
る
「
雁
行
型
モ
デ
ル
」
が
主
軸
で
あ

っ
た
が
、
近
年
中
国
の
躍
進
に
よ
っ
て
、
そ
れ
が
崩
れ
始
め
て
い
る
。
ま
た
、
日
本
経
済
は
長
期
不
況
か
ら
な
か
な
か
脱
出
で
き
ず
、

「
失
わ
れ
た
一
〇
年
」
と
も
い
わ
れ
、
産
業
構
造
の
調
整
と
新
し
い
世
界
戦
略
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
構
造
改
革
と
大

競
争
の
時
代
に
お
い
て
、
台
頭
し
て
い
る
中
国
経
済
に
対
し
て
、
日
本
は
ど
う
向
き
合
い
、
ど
う
対
応
す
べ
き
か
。
小
稿
で
は
、
近

年
の
日
中
経
済
関
係
を
整
理
す
る
と
同
時
に
、
貿
易
摩
擦
や
「
産
業
の
空
洞
化
」
な
ど
の
日
中
間
の
経
済
問
題
を
取
り
上
げ
、
日
本

経
済
を
再
生
さ
せ
る
た
め
に
、
ど
の
よ
う
に
戦
略
的
な
視
点
か
ら
日
中
経
済
関
係
を
再
構
築
す
べ
き
か
と
い
う
課
題
を
考
え
て
み
た

い
。

日
中
の
経
済
関
係
に
つ
い
て

王
　
　
東
明



２
　
貿
易

三
〇
年
前
の
日
中
国
交
回
復
の
一
九
七
二
年
に
、
日
本
の
対
中
貿
易
総
額
は
一

一
億
ド
ル
（
輸
出：

六
・
一
億
ド
ル
、
輸
入：

四
・
九
億
ド
ル
）
で
あ
っ
た
。
し

か
し
現
在
、
二
〇
〇
一
年
の
対
中
貿
易
総
額
は
八
九
一
・
九
億
ド
ル
（
輸
出：

三

一
〇
・
九
億
ド
ル
、
輸
入：

五
八
一
・
〇
億
ド
ル
）
に
上
っ
た
（
１
）。

そ
れ
と
同
時
に
、

対
中
貿
易
赤
字
も
増
え
続
け
、
二
〇
〇
一
年
は
二
七
〇
億
ド
ル
に
達
し
た
（
表

１
）。日

中
貿
易
の
主
な
品
目
は
表
２
・
表
３
で
示
さ
れ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
日
本

の
中
国
向
け
の
主
な
輸
出
品
は
、
化
学
製
品
（
一
二
・
七
％
）、
金
属
製
品
（
一
〇
・
八
％
）、
一
般
機
械
（
二
〇
・
二
％
）
お
よ
び

電
気
機
械
（
二
六
・
三
％
）
で
あ
り
、
逆
に
、
中
国
か
ら
の
主
な
輸
入
品
は
、
食
料
品
（
一
〇
・
二
％
）、
繊
維
製
品
（
二
九
・

一
％
）、
非
金
属
鉱
物
（
二
五
・
四
％
）
お
よ
び
機
械
機
器
（
二
八
・
五
％
）
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
貿
易
構
成
か
ら
見
れ
ば
、
日

本
は
機
械
や
生
産
材
を
供
給
し
、
中
国
は
鉱
産
物
、
農
産
品
お
よ
び
繊
維
製
品
を
輸
出
す
る
と
い
う
構
造
で
あ
り
、
日
中
貿
易
は
基

本
的
に
相
互
補
完
関
係
に
あ
り
、
両
国
の
主
要
な
産
業
に
お
い
て
、
競
争
的
な
関
係
に
な
っ
て
い
な
い
と
考
え
ら
れ
る
。

し
か
し
近
年
、
中
国
の
農
産
品
を
め
ぐ
っ
て
貿
易
摩
擦
が
発
生
し
、
日
本
側
は
中
国
農
産
品
の
三
品
目
に
暫
定
セ
ー
フ
ガ
ー
ド
を

発
動
し
た
。
逆
に
、
中
国
側
は
報
復
措
置
と
し
て
日
本
製
自
動
車
・
携
帯
電
話
・
空
調
器
に
特
別
課
税
を
課
し
た
（
表
４
）。
そ
れ

に
伴
っ
て
、
日
本
の
国
内
に
お
い
て
、
国
際
的
に
競
争
力
の
弱
い
農
業
、
繊
維
な
ど
幾
つ
か
の
産
業
で
は
、
保
護
主
義
が
台
頭
し
て

い
る
。

ま
た
最
近
、
東
ア
ジ
ア
を
め
ぐ
る
Ｆ
Ｔ
Ａ
（
自
由
貿
易
協
定
）
の
動
き
が
活
発
化
し
て
い
る
中
、
日
本
政
府
は
、
ア
ジ
ア
で
日
本
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表１　日本の対中貿易推移

（出所）中国研究所編『中国年鑑2002』、328ページよ
り作成。

年
181.8

289.0

891.9

1992

2001

1993 378.4

1996 624.2

貿易総額
－ 59.2

－ 50.0
－ 33.0

－186.5

－270.1

収支
1990
1991 228.1 － 56.3

1994 462.5 － 88.9

1998 569.2 －168.7

2000 857.3 －248.8

1995 578.5 －139.9

1997 638.5 －202.8

1999 661.8 －195.2

（億米ドル）

輸出額 輸入額
61.3 120.5
85.9 142.2

119.5 169.5
172.7 205.7
186.8 275.7
219.3 359.2
218.9 405.3
217.9 420.7
200.2 369.0
233.3 428.5
304.3 553.0
310.9 581.0
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表２　日本の中国向け主要輸出品

（出所）中国研究所編『中国年鑑2002』、328ページより作成。

項　目

1.1

22.1

217.6

化学製品

合計

非金属鉱物 3.4

鉄鋼 17.3

1997 1999

1.0 0.5

30.1 12.7
3.9 1.9

15.4 6.7

233.3 100.0

食料品 0.5

10.2
1.6

7.9

100.0

繊維・同製品 25.4 11.7 25.7 9.2

金属・同製品 24.4 11.2 25.5 10.8

電気機械 48.5 23.3 59.5 26.3

精密機器 6.4 2.9 8.2 4.2

0.5
9.8

13.1
2.0

10.7
7.0

27.4

4.0

100.0

1998 2000 2001
比率（％） 比率（％） 比率（％） 比率（％） 比率（％）

0.9 0.5 0.4 1.4 1.6
21.3 10.7 11.0 29.8 28.5
23.1 11.5 12.9 40.0 39.4

3.6 1.8 1.6 6.1 5.8
23.0 11.5 10.9 32.7 33.5
15.0 7.5 6.6 21.4 21.0

一般機械 52.4 24.1 47.0 23.5 49.4 21.2 59.4 19.5 62.9 20.2
47.2 23.6 25.5 83.6 81.6

輸送用機器 10.8 5.0 8.8 4.4 7.9 3.4 11.8 3.9 13.3 4.3
6.8 3.4 3.5 12.3 12.9

その他 23.1 10.6 18.6 9.3 22.3 9.5 27.4 9.0 31.3 10.1
200.2 100.0 100.0 304.5 310.9

表３　日本の中国からの主要輸入品

（出所）中国研究所編『中国年鑑2002』、328ページより作成。

項　目

50.4

24.2

418.6

鉱物性燃料

合計

原油 16.1

化学製品 14.7

1997 1999

52.6 10.2

13.5 3.5
6.6 1.2

13.4 3.0

428.5 100.0

食料品 12.0

5.8
3.9

3.5

100.0

原料品 14.8 3.5 12.6 2.3

石油製品 1.0 0.2 1.2 0.4

非金属鉱物 9.3 2.2 9.1 2.0

機械機器 87.6 20.9 103.2 28.5

10.7
2.8
3.9
2.0
0.5
3.0

2.0

26.1

100.0

1998 2000 2001
比率（％） 比率（％） 比率（％） 比率（％） 比率（％）

45.9 12.4 12.3 59.1 59.5
11.1 3.0 2.9 15.3 13.3
14.7 4.0 3.1 21.6 20.3

7.7 2.1 1.5 11.0 7.1
0.7 0.2 0.3 2.6 2.1

13.1 3.5 3.1 16.4 17.2
繊維製品 123.8 29.6 109.4 29.7 131.6 30.7 167.5 30.3 169.3 29.1

8.2 2.2 2.1 11.1 11.7
金属・同製品 19.1 4.6 14.9 4.0 15.6 3.6 22.2 4.0 20.3 3.5

86.7 23.5 24.1 144.6 165.4
その他 74.8 17.9 65.1 17.6 77.0 18.0 95.6 17.3 104.1 17.9

369.0 100.0 100.0 553.4 581.1

衣料 104.5 25.0 94.1 25.5 114.4 26.7 147.1 26.6 147.9 25.4

表４　主な日中間の経済関係トラブル

（出所）中国研究所編『中国年鑑2002』、69ページより作成。

年

2001

プラント契約発行保留問題

日本、農産品３品目に暫定セーフガード発動
中国、日本制自動車・携帯電話・空調器に特別課税の報復措置
在中国日本商工会議所、中国政府に知的所有権侵害による被害対策強化を要請

主なトラブル
1979
1981 プラント建設中止問題

1996 日本、中国製綿製品にセーフガードを検討、発動は見送り
日本、にんにく・しょうがに輸入規制

2000 中国、日本の鉄鋼・化学品にダンピング調査を開始

1987 東芝機械・ココム規制問題

1999 中国の加工貿易管理強化・鉄鋼輸入枠規制問題

1985 貿易インバランス問題

1993 日本、中国製品に初めてダンピング課税

1998 広東国際信託投資公司が破綻

（億米ドル）

（億米ドル）
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の
最
大
の
貿
易
相
手
国
で
あ
る
中
国
よ
り
先
に
、
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
と
Ｆ
Ｔ
Ａ
を
調
印

し
た
。
日
中
間
の
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
締
結
に
関
し
て
は
、
日
本
政
府
は
積
極
的
な
立
場
を
取

ら
な
か
っ
た
。
こ
れ
は
経
済
的
メ
リ
ッ
ト
よ
り
、
歴
史
認
識
な
ど
の
政
治
的
要
因
に

関
連
し
て
い
る
と
見
ら
れ
て
い
る
。
一
部
の
専
門
家
は
、
日
中
間
の
補
完
関
係
が
と

く
に
強
く
、
Ｆ
Ｔ
Ａ
の
締
結
に
よ
る
経
済
的
メ
リ
ッ
ト
も
最
も
大
き
く
、
ま
た
分
業

の
利
益
と
い
う
経
済
的
観
点
か
ら
も
、
日
中
Ｆ
Ｔ
Ａ
が
最
も
望
ま
し
い
と
分
析
し
て

い
る
（
２
）。

３
　
直
接
投
資

「
改
革
・
開
放
」
以
後
、
中
国
の
外
国
直
接
投
資
（
Ｆ
Ｄ
Ｉ
）
は
増
え
続
け
て
い

る
。
特
に
、
九
二
年

小
平
の
「
南
巡
講
話
」
以
後
、
市
場
経
済
化
が
加
速
し
、
外

国
か
ら
の
直
接
投
資
は
さ
ら
に
増
え
、
九
六
年
以
後
は
連
続
で
各
年
度
と
も
実
行
ベ

ー
ス
で
四
〇
〇
億
ド
ル
を
超
え
て
い
る
（
表
５
）。
さ
ら
に
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
後
の
二
〇

〇
二
年
は
、
一
月
〜
一
一
月
ま
で
実
行
ベ
ー
ス
の
投
資
額
は
四
九
九
・
九
一
億
ド
ル

に
達
し
た
。
そ
し
て
、
同
年
一
一
月
末
現
在
の
累
計
外
国
投
資
企
業
数
は
四
二
万
社

を
超
え
、
契
約
ベ
ー
ス
の
直
接
投
資
額
は
八
、
二
二
二
・
三
八
億
ド
ル
、
実
行
ベ
ー

ス
の
直
接
投
資
額
は
四
、
四
三
二
・
三
五
億
ド
ル
に
な
っ
た
（
３
）。

ま
た
、
国
連
貿
易
開

発
会
議
（
Ｕ
Ｎ
Ｃ
Ｔ
Ａ
Ｄ
）
の
予
測
で
は
、
二
〇
〇
二
年
度
の
中
国
向
け
直
接
投
資

表５　主要国の対中直接投資額（実行ベース）

（出所）『中国対外経済貿易年鑑』の各年版などより作成。

年
5.0

7.1

43.5

1992

2001

1993 13.2

1996 36.8

日本
34.9

110.1
275.1

417.3

468.8

各国合計
1990
1991 5.3 43.7

1994 20.8 337.7

1998 34.0 454.6

2000 29.2 407.1

1995 31.1 375.2

1997 43.3 452.6

1999 29.7 403.2

（億米ドル）

ドイツ シンガポール
0.6 0.5
1.6 0.6
0.9 1.2
0.6 4.9
2.6 11.8
3.9 18.5
5.2 22.4
9.9 26.1
7.4 34.0

13.7 26.4
10.4 21.7
12.1 21.4

アメリカ 韓国 香港・マカオ 台湾 バージン諸島
4.6 0.1 19.1 2.2 ─
3.2 0.4 24.9 4.7 ─
5.1 1.2 77.1 10.5 0.04

20.6 3.7 178.6 31.4 0.14
24.9 7.2 201.7 33.9 1.3
30.8 10.4 205.0 31.6 3.0
34.4 13.6 212.6 34.7 5.4
32.4 21.4 210.3 32.9 17.2
39.0 18.0 189.3 29.2 40.3
42.2 12.7 166.7 26.0 26.6
43.8 14.9 158.5 23.0 38.3
44.3 21.5 170.4 29.8 50.4



は
過
去
最
高
の
五
〇
〇
億
ド
ル
を
超
え
、
初
め
て
米
国
を
抜
い
て
世
界
最
大
の
投
資
受
入
国
に
な
る
見
通
し
に
な
っ
た
（
４
）。

一
方
、
日
本
企
業
で
は
、
近
年
ま
す
ま
す
中
国
進
出
が
加
速
し
、
労
働
集
約
型
産
業
の
投
資
だ
け
で
は
な
く
、
技
術
集
約
型
産
業

の
投
資
も
拡
大
し
て
い
る
。
最
近
で
は
電
子
、
自
動
車
お
よ
び
鉄
鋼
な
ど
の
大
型
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
目
立
っ
て
い
る
。
二
〇
〇
一
年

度
対
中
直
接
投
資
額
は
四
五
・
八
億
ド
ル
に
達
し
、
前
年
比
五
六
・
八
％
の
増
加
で
あ
り
、
ア
メ
リ
カ
に
匹
敵
す
る
規
模
に
な
っ

た
。対

中
投
資
と
生
産
移
転
が
加
速
し
て
い
る
中
、
一
体
、
中
国
に
進
出
し
て
い
る
日
本
企
業
の
経
営
状
況
は
ど
う
な
っ
て
い
る
か
、

儲
か
っ
て
い
る
か
ど
う
か
。
最
近
、
日
中
投
資
促
進
機
構
は
、
開
業
二
年
以
上
の
四
〇
三
社
の
日
系
企
業
に
対
し
て
、
ア
ン
ケ
ー
ト

調
査
を
実
施
し
た
（
５
）。

そ
れ
に
よ
る
と
、
日
系
企
業
の
八
割
以
上
は
利
益
を
計
上
し
て
い
る
。
逆
に
、
二
割
弱
は
赤
字
で
あ
る
。
ま
た
、

日
系
企
業
の
七
六
％
、
う
ち
製
造
業
の
七
八
・
三
％
は
中
国
で
事
業
拡
大
を
計
画
し
て
い
る
。
そ
し
て
、
日
系
企
業
が
経
営
面
に
お

い
て
、
直
面
し
て
い
る
問
題
と
し
て
は
、
売
り
掛
け
金
の
回
収
を
心
配
し
て
い
る
企
業
が
五
二
・
八
％
、
商
標
権
、
設
計
権
お
よ
び

知
的
財
産
権
の
侵
害
を
心
配
し
て
い
る
企
業
が
四
〇
％
に
達
し
て
い
た
。
ま
た
、
日
本
経
済
新
聞
社
と
日
本
経
済
研
究
セ
ン
タ
ー
が

実
施
し
た
「
日
本
企
業
の
中
国
・
ア
ジ
ア
戦
略
調
査
」（
七
〇
九
社
が
回
答
）
に
よ
る
と
、
各
企
業
は
二
〇
〇
五
年
の
中
国
市
場
で

の
売
上
を
二
〇
〇
一
年
実
績
に
比
べ
約
五
〇
％
増
を
見
込
ん
で
お
り
、
将
来
的
に
中
国
市
場
を
重
視
す
る
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
（
６
）。

い
ず
れ
に
し
て
も
、
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
後
の
中
国
は
、
低
賃
金
（
平
均
一
人
月
一
〇
〇
ド
ル
）
と
い
う
「
比
較
優
位
」
を
武
器
に
労
働

集
約
型
産
業
を
吸
収
す
る
一
方
、
近
年
、
電
子
・
ハ
イ
テ
ク
関
連
の
産
業
集
積
地
帯
も
形
成
さ
れ
て
い
る
と
指
摘
さ
れ
て
い
る
（
７
）。

そ

れ
は
珠
江
デ
ル
タ
の
電
子
産
業
集
積
地
、
長
江
デ
ル
タ
の
ハ
イ
テ
ク
産
業
集
積
地
、
北
京
中
関
村
の
Ｉ
Ｔ
産
業
集
積
地
で
あ
る
。
家

電
、
バ
イ
ク
お
よ
び
ア
パ
レ
ル
な
ど
の
産
業
に
お
い
て
は
、「
世
界
の
工
場
」
に
な
っ
て
い
る
と
い
わ
れ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
中
国

は
Ｎ
Ｉ
Ｅ
ｓ
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
な
ど
の
国
と
比
較
す
れ
ば
、
大
量
か
つ
優
秀
な
理
工
系
の
エ
ン
ジ
ニ
ア
を
有
し
、
今
後
世
界
の
研
究
開

（14）
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発
基
地
と
し
て
も
有
力
視
さ
れ
て
い
る
。
多
く
の
著
明
な
ハ
イ
テ
ク
関
連
企
業
は
既
に
中
国
に
研
究
開

発
セ
ン
タ
ー
を
設
置
し
、
人
材
を
獲
得
す
る
競
争
も
始
ま
っ
て
い
る
。
そ
の
意
味
で
、
近
い
将
来
、
中

国
は
国
際
分
業
体
制
の
中
で
、
世
界
の
製
造
基
地
に
な
る
だ
け
で
は
な
く
、
世
界
の
研
究
開
発
基
地
に

も
な
る
可
能
性
も
高
い
と
考
え
ら
れ
る
。

４
　
証
券
投
資

日
中
経
済
関
係
の
も
う
一
つ
の
側
面
は
、
近
年
増
え
て
い
る
日
本
投
資
家
の
対
中
証
券
投
資
で
あ
る
。

現
在
、
日
本
の
投
資
家
は
中
国
の
外
国
人
向
け
の
Ｂ
株
に
投
資
で
き
る
だ
け
で
は
な
く
、
最
近
に
な
っ

て
、
国
内
投
資
家
向
け
の
Ａ
株
に
も
投
資
信
託
や
Ｑ
Ｆ
Ｉ
Ｉ
（
適
格
外
国
機
関
投
資
家
）
制
度
（
８
）

を
通
じ

て
制
度
的
に
投
資
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。

バ
ブ
ル
崩
壊
後
、
有
力
な
投
資
商
品
が
少
な
い
な
か
、
日
本
の
投
資
家
特
に
個
人
投
資
家
は
、
九
二

年
か
ら
ス
タ
ー
ト
し
た
Ｂ
株
市
場
に
興
味
を
示
し
て
い
る
。
表
６
が
示
す
よ
う
に
、
日
本
投
資
家
の
Ｂ

株
投
資
は
九
七
年
に
ピ
ー
ク
に
達
し
、
売
買
金
額
は
六
〇
〇
億
円
近
い
規
模
に
な
っ
た
。
そ
れ
以
後
、

ア
ジ
ア
金
融
危
機
な
ど
の
影
響
に
よ
り
、
日
本
投
資
家
の
Ｂ
株
投
資
は
一
時
的
に
低
迷
し
た
。
二
〇
〇

一
年
に
、
中
国
国
内
の
外
貨
を
持
つ
投
資
家
に
Ｂ
株
を
解
禁
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
Ｂ
株
投
資
は
再
び

増
え
、
売
買
金
額
が
四
四
六
・
五
二
億
円
に
達
し
た
。

対
中
証
券
投
資
は
Ｂ
株
の
投
資
に
止
ま
ら
ず
、
香
港
お
よ
び
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
に
上
場
し
て
い
る
中
国

企
業
株
も
投
資
の
対
象
と
な
り
、
人
気
を
呼
ん
で
い
る
。
二
〇
〇
二
年
一
一
月
末
現
在
、
Ｑ
Ｕ
Ｉ
Ｃ
Ｋ

表６　日本投資家のB株取引状況

（出所）日本証券業協会『証券業報』の各月版より作成。

項　目

売買代金（１＋２）

金額
（億円）

157.09

1996

株式取得（１） 83.00
株式処分（２） 74.09

1997 1998 1999 2000 2001
外国株
取引比
率（％）

金額
（億円）

外国株
取引比
率（％）

金額
（億円）

外国株
取引比
率（％）

金額
（億円）

外国株
取引比
率（％）

金額
（億円）

外国株
取引比
率（％）

金額
（億円）

外国株
取引比
率（％）

0.6 329.25 1.8 38.88 0.3 65.48 0.4 22.61 0.2 178.19 1.8
0.7 268.34 1.5 33.78 0.3 34.06 0.3 52.29 0.3 268.33 3.5
0.6 597.59 1.6 72.66 0.3 99.54 0.3 74.9 0.3 446.52 2.6



の
調
べ
に
よ
る
と
、
日
本
国
内
で
中
国
関
連
フ
ァ
ン
ド
は
三
四
本
あ
り
、
そ
の
純
資
産
総
額
は
約
一
、
四
三
〇
億
円
に
な
っ
て
い
た
。

し
か
し
、
世
界
的
な
不
況
の
影
響
で
、
こ
れ
ら
の
フ
ァ
ン
ド
の
運
営
も
不
振
に
陥
り
、
元
本
を
上
回
っ
て
い
る
の
は
三
本
、
九
割
強

が
元
本
を
下
回
り
、
な
か
に
は
元
本
の
半
分
以
下
に
落
ち
込
ん
で
い
る
フ
ァ
ン
ド
が
七
本
で
あ
っ
た
（
９
）。

債
券
の
発
行
で
は
、
八
二
年
に
中
国
国
際
信
託
投
資
公
司
が
一
〇
〇
億
円
の
私
募
債
を
発
行
し
た
の
を
皮
切
り
に
、
八
四
年
に
は

中
国
銀
行
が
初
め
て
二
〇
〇
億
円
の
公
募
債
を
発
行
し
た
。
そ
の
後
、
財
政
部
や
各
銀
行
、
信
託
投
資
公
司
は
続
々
と
サ
ム
ラ
イ
債

を
発
行
し
、
今
ま
で
累
計
で
一
六
本
、
総
額
約
九
、
六
〇
〇
億
円
を
発
行
し
た
（
10
）。

し
か
し
、
広
東
国
際
信
託
公
司
な
ど
の
地
方
国
際

信
託
公
司
の
経
営
破
綻
に
よ
っ
て
、
一
部
の
サ
ム
ラ
イ
債
の
償
還
に
は
問
題
が
生
じ
て
い
る
。

５
　
対
中
援
助
と
資
金
協
力

こ
の
二
〇
年
余
り
、
日
本
政
府
お
よ
び
民
間
金
融
機
関
は
円
借
款
や
輸
銀
の
バ
ン
ク
ロ
ー
ン
な
ど
の
公
的
ベ
ー
ス
と
、
商
業
金
融

機
関
に
よ
る
融
資
や
起
債
と
い
う
民
間
ベ
ー
ス
の
二
つ
の
ル
ー
ト
で
資
金
面
か
ら
中
国
の
経
済
建
設
を
支
え
て
き
た
。

公
的
ベ
ー
ス
か
ら
見
れ
ば
、
七
九
年
か
ら
二
〇
〇
〇
年
ま
で
の
累
計
対
中
援
助
実
績
は
二
兆
八
、
九
八
五
億
円
に
上
っ
た
。
う
ち

有
償
資
金
協
力
は
二
兆
六
、
五
〇
七
・
〇
七
億
円
、
無
償
資
金
協
力
は
一
、
二
三
三
・
二
六
億
円
、
技
術
協
力
は
一
、
二
四
四
・
四

一
億
円
で
あ
っ
た
（
外
務
省
に
よ
る
）。
ま
た
、
二
〇
〇
一
年
一
二
月
末
現
在
、
対
中
円
借
款
の
承
諾
額
は
二
兆
六
、
六
七
九
億
円

で
、
う
ち
貸
付
累
計
額
は
一
兆
八
、
一
九
三
億
円
で
あ
っ
た
。
そ
の
償
還
累
計
額
は
二
、
八
三
三
億
円
で
、
残
高
は
一
兆
五
、
三
六

〇
億
円
と
な
っ
た
。
な
か
に
は
、
二
〇
〇
〇
年
度
ま
で
Ｏ
Ｄ
Ａ
の
供
与
件
数
は
一
七
一
件
、
供
与
金
額
は
二
兆
六
、
六
七
九
億
円
に

上
っ
て
い
る
（
国
際
協
力
銀
行
に
よ
る
）。
八
〇
年
か
ら
二
〇
〇
〇
年
ま
で
日
本
の
対
中
Ｏ
Ｄ
Ａ
実
績
は
二
兆
九
、
一
五
七
億
円
に

な
っ
て
い
る
（『
外
交
青
書
』
平
成
一
四
年
版
、
五
七
ペ
ー
ジ
）。
そ
し
て
、
二
〇
〇
〇
年
度
ま
で
の
日
本
輸
出
入
銀
行
（
輸
銀
）
に
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よ
る
対
中
融
資
額
は
三
兆
四
、
一
一
九
億
円
に
達
し
て
い
る
（
う
ち
二
〇
・
六
五
億
ド
ル
は
一
ド
ル
＝
一
二
〇
円
で
換
算
）。

民
間
ベ
ー
ス
か
ら
見
れ
ば
、
邦
銀
の
対
中
ロ
ー
ン
は
、
七
九
年
に
日
本
か
ら
の
プ
ラ
ン
ト
輸
入
決
済
資
金
と
し
て
、
合
計
八
〇
億

ド
ル
の
資
金
が
設
定
さ
れ
た
が
、
結
局
、
中
国
の
大
型
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
見
直
し
に
よ
っ
て
使
用
さ
れ
な
か
っ
た
。
そ
の
後
、
八
〇
年

代
半
ば
か
ら
邦
銀
・
生
保
に
よ
る
シ
ン
ジ
ケ
ー
ト
ロ
ー
ン
、
単
独
ロ
ー
ン
が
多
数
組
ま
れ
、
主
に
航
空
機
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
、
電
力
関

連
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
な
ど
に
融
資
が
実
施
さ
れ
た
。
八
六
年
か
ら
二
〇
〇
一
年
ま
で
の
中
国
向
け
商
業
銀
行
ロ
ー
ン
の
契
約
額
は
一

九
二
億
ド
ル
に
達
し
て
い
る
。
ま
た
、
国
際
決
済
銀
行
（
Ｂ
Ｉ
Ｓ
）
の
統
計
で
は
、
二
〇
〇
一
年
六
月
末
現
在
、
日
本
の
銀
行
の
対

中
債
権
総
額
は
九
四
・
三
億
ド
ル
で
、
各
国
の
銀
行
対
中
債
権
総
額
（
五
三
七
・
七
億
ド
ル
）
の
一
七
・
五
％
を
占
め
、
一
貫
し
て

ト
ッ
プ
の
地
位
を
保
っ
て
い
る
（
11
）。

６
　
相
互
補
完
関
係

昨
年
末
、
中
国
国
家
統
計
局
は
二
〇
〇
二
年
度
の
経
済
成
長
を
予
測
し
た
。
そ
れ
に
よ
る
と
、
二
〇
〇
二
年
の
経
済
成
長
率
は

八
％
に
達
し
、
国
内
総
生
産
額
（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
は
初
め
て
一
〇
兆
元
の
大
台
（
一
〇
二
、
〇
〇
〇
億
元
）
を
突
破
し
、
貿
易
総
額
は
六
、

〇
〇
〇
億
ド
ル
に
達
し
、
海
外
か
ら
の
直
接
投
資
額
は
五
〇
〇
億
ド
ル
（
実
行
ベ
ー
ス
）
を
超
え
る
と
見
込
ま
れ
て
い
る
（
12
）。

こ
の
よ

う
に
、
世
界
同
時
不
況
の
な
か
、
中
国
は
Ｗ
Ｔ
Ｏ
加
盟
一
年
後
の
経
済
の
パ
フ
ォ
ー
マ
ン
ス
を
示
し
、「
中
国
の
独
り
勝
ち
」
が
一

段
と
鮮
明
に
な
っ
た
。
ま
た
、
西
部
大
開
発
と
関
連
す
る
第
一
五
カ
年
計
画
の
四
大
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
あ
る
「
青
蔵
鉄
道
」（
清

海
・
チ
ベ
ッ
ト
鉄
道
、
二
期
工
事
の
総
投
資
額：

約
二
六
二
億
元
）、「
西
電
東
送
」（
西
部
の
電
力
を
東
部
沿
海
地
区
に
送
る
発
電
・

送
電
シ
ス
テ
ム
、
総
投
資
額：

約
一
、
一
六
〇
億
元
）、「
西
気
東
輸
」（
西
の
新
疆
か
ら
東
の
上
海
ま
で
の
天
然
ガ
ス
・
パ
イ
プ
ラ
イ

ン
、
総
投
資
額：

約
一
、
四
〇
〇
億
元
）、「
南
水
北
調
」（
南
の
水
を
北
に
運
ぶ
、
総
投
資
額：

約
五
、
〇
〇
〇
億
元
）
が
既
に
着
工
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さ
れ
て
い
る
（
13
）。

さ
ら
に
、
二
〇
〇
八
年
の
北
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
お
よ
び
二
〇
一
〇
年
の
上
海
万
博
に
関
連
す
る
投
資
な
ど
も
視
野
に

入
れ
て
、
こ
れ
ら
の
公
共
投
資
に
よ
る
内
需
拡
大
は
今
後
の
中
国
経
済
成
長
の
牽
引
役
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
。

と
は
い
え
、
計
画
経
済
か
ら
市
場
経
済
へ
と
転
換
し
て
い
る
過
程
に
お
い
て
、
中
国
は
経
済
の
高
度
成
長
を
継
続
す
る
と
同
時
に
、

様
々
な
問
題
や
社
会
的
矛
盾
も
多
く
抱
え
て
い
る
。
例
え
ば
、
国
有
企
業
改
革
や
銀
行
の
不
良
債
権
問
題
、
貧
富
の
格
差
や
腐
敗
問

題
お
よ
び
環
境
問
題
な
ど
が
あ
り
、
何
れ
も
難
問
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
問
題
に
対
し
て
、
ど
の
よ
う
に
挑
戦
す
る
か
が
胡
錦
涛
氏
を

代
表
と
す
る
第
四
世
代
の
今
後
の
課
題
で
あ
る
。

一
方
、
中
国
経
済
の
台
頭
に
対
し
て
、
日
本
は
ど
う
向
き
合
う
の
か
。
日
本
の
産
業
は
中
国
や
東
南
ア
ジ
ア
な
ど
の
国
に
生
産
移

転
を
加
速
し
て
お
り
、
そ
れ
が
「
産
業
の
空
洞
化
」
に
繋
が
る
懸
念
が
あ
る
。
そ
れ
に
伴
っ
て
、
確
か
に
工
場
閉
鎖
や
失
業
者
増
加

の
原
因
に
も
な
っ
て
い
る
こ
と
は
事
実
で
あ
る
。
ま
た
、
近
年
の
日
中
間
の
貿
易
構
造
が
変
化
し
、
中
国
か
ら
の
輸
入
は
労
働
集
約

的
財
の
み
な
ら
ず
、
技
術
集
約
的
財
で
あ
る
電
気
機
械
な
ど
の
品
目
で
も
増
加
し
て
い
る
。
し
か
し
、
こ
の
よ
う
な
貿
易
構
造
の
変

化
は
い
わ
ゆ
る
「
モ
ジ
ュ
ー
ル
化
」
現
象
で
あ
る
と
指
摘
さ
れ
て
い
る
（
14
）。

す
な
わ
ち
、
貿
易
面
に
お
い
て
、
労
働
集
約
的
な
モ
ジ
ュ

ー
ル
（
単
位
）
が
中
国
な
ど
の
発
展
途
上
国
で
行
な
わ
れ
、
技
術
集
約
的
な
モ
ジ
ュ
ー
ル
を
日
本
な
ど
の
先
進
国
が
分
担
す
る
こ
と

を
意
味
し
、
比
較
優
位
の
原
則
に
即
し
た
も
の
で
あ
る
と
見
ら
れ
て
い
る
。

い
ず
れ
に
し
て
も
、
日
本
は
経
済
を
再
生
す
る
た
め
に
、
衰
退
産
業
を
保
護
す
る
か
、
そ
れ
と
も
産
業
構
造
を
大
き
く
転
換
し
て
、

台
頭
し
て
い
る
中
国
に
挑
戦
す
る
か
と
い
う
二
つ
の
選
択
に
し
か
道
が
な
い
。
以
上
、
み
て
き
た
よ
う
に
、
日
中
の
経
済
関
係
は
基

本
的
に
は
相
互
補
完
関
係
に
あ
り
、
今
後
、
日
本
の
産
業
構
造
を
技
術
集
約
型
産
業
と
研
究
開
発
に
シ
フ
ト
す
る
必
要
が
あ
る
。
ま

た
先
端
的
な
技
術
革
新
を
最
優
先
に
し
、「
奥
田
ビ
ジ
ョ
ン
」
で
指
摘
し
て
い
る
よ
う
な
「M

A
D

E
"B

Y
"JA

PA
N

」
や
「
環
境
立
国
」

な
ど
の
戦
略
に
資
源
や
人
材
を
集
中
す
べ
き
で
あ
る
（
15
）。
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さ
ら
に
、
日
中
の
相
互
補
完
関
係
を
考
え
る
と
、
以
上
で
説
明
し
て
い
る
よ
う
に
、
中
国
が
直
面
し
て
い
る
国
有
企
業
改
革
や
銀

行
の
不
良
債
権
お
よ
び
環
境
問
題
な
ど
の
難
問
に
対
し
て
、
日
本
の
先
端
技
術
や
豊
富
な
資
金
お
よ
び
Ｍ
＆
Ａ
・
金
融
技
術
な
ど
の

経
営
ノ
ウ
ハ
ウ
を
ど
の
よ
う
に
対
応
さ
せ
て
ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
を
生
み
出
す
か
が
、
日
中
間
双
方
の
問
題
を
解
決
す
る
鍵
で
あ
る

と
考
え
ら
れ
る
。

７
　
む
す
び
に
か
え
て

二
一
世
紀
の
前
半
に
お
い
て
は
、
中
国
の
高
度
成
長
に
伴
っ
て
、
そ
の
イ
ン
フ
ラ
整
備
が
恐
ら
く
世
界
的
に
民
間
投
資
以
外
の
最

大
の
投
資
先
で
あ
り
、
日
本
は
そ
れ
に
ど
の
よ
う
に
対
応
す
べ
き
か
。
日
本
は
先
端
技
術
以
外
に
、
現
在
、
一
、
四
〇
〇
兆
円
の
個

人
金
融
資
産
を
持
っ
て
い
る
と
い
わ
れ
て
お
り
、
預
貯
金
だ
け
を
見
て
も
少
な
く
て
も
七
〇
〇
兆
円
を
持
ち
、
世
界
最
大
の
「
貯
金

箱
」
で
あ
る
。
バ
ブ
ル
崩
壊
後
、
こ
れ
ら
の
資
金
に
は
有
力
な
投
資
先
が
少
な
く
、
遊
休
資
金
と
な
っ
て
眠
っ
て
い
る
。
こ
れ
ら
日

本
の
技
術
や
資
源
を
、
ど
の
よ
う
に
中
国
の
イ
ン
フ
ラ
整
備
に
関
連
さ
せ
る
の
か
、
公
共
事
業
に
お
け
る
日
本
の
「
無
駄
使
い
」
を
、

如
何
に
中
国
の
有
効
投
資
に
転
換
さ
せ
る
の
か
、
ま
た
両
国
共
同
で
投
資
、
生
産
、
経
営
雇
用
創
出
お
よ
び
資
本
回
収
な
ど
の
双
方

の
利
益
を
生
む
仕
組
を
ど
の
よ
う
に
構
築
す
べ
き
か
、
こ
れ
ら
は
新
し
い
ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
に
繋
が
り
、
両
国
の
共
通
課
題
で
あ

る
と
考
え
ら
れ
る
。

例
え
ば
、
新
幹
線
や
地
下
鉄
、
環
境
技
術
な
ど
の
分
野
で
、
日
本
は
特
有
の
技
術
を
持
ち
、
中
国
に
協
力
す
る
と
き
は
、
単
に
モ

ノ
を
売
り
込
む
だ
け
で
は
な
く
、
株
式
や
債
券
の
発
行
、
そ
し
て
共
同
経
営
な
ど
を
含
む
新
し
い
経
営
シ
ス
テ
ム
や
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ

ル
を
考
え
る
必
要
が
あ
る
。
そ
の
意
味
で
、
日
中
間
の
新
し
い
経
済
構
造
や
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
を
構
築
し
、
そ
れ
を
達
成
す
る
た
め

に
は
、
両
国
に
お
い
て
、
ま
ず
そ
れ
を
対
応
で
き
る
有
能
な
政
治
家
が
求
め
ら
れ
、
そ
し
て
、
官
民
一
体
と
な
っ
て
、
日
中
経
済
間

（19）



の
「
安
保
条
約
」
を
締
結
す
る
必
要
が
あ
り
、
ま
た
、
双
方
と
も
感
情
論
を
止
め
、
東
ア
ジ
ア
の
地
域
統
合
を
視
野
に
入
れ
て
、
新

し
い
日
中
関
係
を
構
築
す
べ
き
で
あ
ろ
う
。

注（
１
）

中
国
研
究
所
編
『
中
国
年
鑑
二
〇
〇
二
』
創
土
社
、
三
二
八
ペ
ー
ジ
。

（
２
）

関
志
雄
『
日
本
人
の
た
め
の
中
国
経
済
再
入
門
』
東
洋
経
済
新
報
社
、
二
四
九
ペ
ー
ジ
、
二
〇
〇
二
年
を
参
照
。

（
３
）

http://w
w

w
.m

oftec.gov.cn/

（
４
）

『
日
本
経
済
新
聞
』
二
〇
〇
二
年
一
〇
月
二
五
日
を
参
照
。

（
５
）

『
人
民
日
報
（
海
外
版
）』
二
〇
〇
二
年
一
〇
月
二
六
日
を
参
照
。

（
６
）

『
日
本
経
済
新
聞
』
二
〇
〇
二
年
一
一
月
四
日
を
参
照
。

（
７
）

黒
田
篤
郎
『
メ
イ
ド
・
イ
ン
・
チ
ャ
イ
ナ
』
東
洋
経
済
新
報
社
、
二
〇
〇
一
年
を
参
照
。

（
８
）

拙
稿
「
中
国
の
Ｑ
Ｆ
Ｉ
Ｉ
制
度
の
導
入
」『
証
研
レ
ポ
ー
ト
』（
Ｎ
ｏ．

一
六
一
三
）、
二
〇
〇
二
年
一
二
月
号
を
参
照
。

（
９
）

『
日
本
経
済
新
聞
』
二
〇
〇
二
年
一
二
月
二
七
日
を
参
照
。

（
10
）

中
国
研
究
所
編
『
中
国
年
鑑
二
〇
〇
二
』
創
土
社
、
六
九
ペ
ー
ジ
を
参
照
。

（
11
）

中
国
研
究
所
編
『
中
国
年
鑑
二
〇
〇
二
』
創
土
社
、
六
八
―
六
九
ペ
ー
ジ
を
参
照
。

（
12
）

中
国
統
計
信
息
網
二
〇
〇
二
―
一
二
―
三
〇
、http://w

w
w

.stats.gov.cn/

を
参
照
。

（
13
）

『
人
民
日
報
（
海
外
版
）』
二
〇
〇
二
年
一
二
月
二
八
日
、http://w

w
w

.china.org.cn/

な
ど
を
参
照
。

（
14
）

「
モ
ジ
ュ
ー
ル
化
」
と
は
、
複
雑
な
製
品
を
、
よ
り
小
さ
な
単
位
（
モ
ジ
ュ
ー
ル
）
に
分
解
し
、
そ
れ
ぞ
れ
独
立
的
に
設
計
・
生
産
す
る

（20）



と
と
も
に
、
そ
の
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
イ
ス
を
規
格
化
す
る
こ
と
に
よ
り
、
そ
れ
ら
部
品
を
比
較
的
簡
単
に
組
み
立
て
、
製
造
を
行
え
る
よ
う

に
す
る
こ
と
で
あ
る
。
内
閣
府
編
『
経
済
財
政
白
書
（
平
成
一
四
年
版
）』、
一
七
一
ペ
ー
ジ
を
参
照
。

（
15
）

日
本
経
団
連
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
よ
る
。
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